警備業務実施の基本原則に関すること。
★警備業とは他人の需要に応じて、
人の生命・身体・財産に対する侵害の発生を警戒し防止することを営業として行うこと　（警備業法2条1項・2項・3項）

1 他人の需要に応じて　　・・・　自分のためではなく他人のため
2 人の生命・身体・財産　・・・　
他人の心身・所持品・建物・土地・車両・ペット・その他　他人の有する物
3 営業として　　　　・・・　契約によって有償である仕事　ボランティアは対象外


★警備員とは警備業者に雇われている者で警備業務に従事する者（警備業法第2条4項）
①交通警備の現場に出ている警備員
2 施設警備で病院勤務の警備員
③夏祭りで駐車場警備の警備員　などなど
※対象外　事務員さん・営業さんなど現場に出ない人


★警備業法について　　　　　※警備の基本的な決まり事。
警備業法には警備会社・警備員に対する規制が定められている。

どのような規制があるのか。
1 護身用具規制
2 警備業をできない人（警備業法3条）
3 警備員になれない人（警備業法第14条1項）　
4 警備員教育について
新任教育（基本＋業務別　計20時間以上）
現任教育（基本＋業務別　計10時間以上）
　2級・1級・指導教育責任者などの有資格者は減免対象
5 警備員のいる営業所には指導教育責任者が必要（選任・兼任）
6 法定書類・立ち入りについて　
7 警備業の認定について　　営業停止処分・両罰規定
8 警備業の違反について　　5年間の警備業営業処分の可能性
9 この規制は警備業者・警備員に対する規制　事務員・営業・内勤者は対象外

なぜ警備業法があるのか。必要なのか。
警備業法制定の経緯
　1964年　東京オリンピック　1970年　大阪万博　　高度経済成長
などの大型イベント・外国人の訪日・高度経済成長において安全安心産業として
警備員という業種に大きな期待が寄せらせるようになった。需要の高まり

警備員の需要が高まり、警備員の実数が増えるに伴って犯罪に加担する警備員が社会問題となり警備員の権限を規制する流れとなった。警備業法が制定されるまで制限がない。

我々、警備員が何を目指すべきか。どう心がけるべきか。

警備業務の基本原則　（警備業法15条）
1 この法律により特別に権限を与えられているものではないことに注意する
2 他人の権利及び自由を侵害し、
または個人もしくは団体の正当な活動に干渉してはならない

警察とは違い、警備員は特別な権限はない。　
よって強制力もないので誘導を実施する際は強い言動や態度を使わない。
協力をお願いする立場であり、サービスを提供している身であることを
よく理解し、言動や態度に注意することが重要である。

丁寧な口調・態度を厳守　　文句や言い返すことは厳禁。

警備員ができること　・・・　協力をお願いすること。
それ以外に施設管理権・正当防衛・現行犯逮捕などがある。

施設管理権
例：見張りなどの警備で不審者を発見し、質問を行う。

正当防衛
例：警備中に暴力を振るわれたので、身を守るために反撃する。

現行犯逮捕
例：店舗警備で万引きの犯人を事務所へ連行し拘束する。


警備業法その他警備業務の適正な実施に必要な法令に関すること。
★憲法
基本的人権について　
警備員は一般人の基本的人権を侵害する危険があることに注意する。

基本的人権とは。
基本的人権とは人が生まれながらにして持っている権利。
人が人として生きていくうえにおいて、当然認められるべき
基本的権利のこと。

基本的人権とは固有普遍性と永久不可侵性という性格がある。

固有普遍性とは基本的人権が人として当然の権利であって、
だれでも等しく持っている普遍的なものであるということ。

永久不可侵性とは現在の国民ばかりではなく将来の国民も等しく持っているもので
将来永久に侵されることのない権利である。

★刑法について
犯罪とはなにか・・社会秩序に違反し、個人や社会の利益を侵害する行為。
犯罪として処罰する必要があり、違法で有責な行為のこと。

違法性阻却事由・・・正当防衛・緊急避難
責任阻却事由・・・責任能力の欠如・心身衰弱など

正当防衛とは自己または他人の身体を守るために、反撃をおこなうこと。
原則としてやられたらやりかえす。先手攻撃は正当防衛にはならない。

緊急避難とは自己または他人の危機を回避するために、仕方なく行った違法な行為。
例：避難のための不法侵入・避難のための器物破損など

緊急避難の例外として警備員自身が避難して行った場合は該当しない。
警備員・警察・消防官などは自身の避難より他者の避難を優先する義務がある為。


刑事訴訟法について
現行犯逮捕・・・現行犯人を逮捕した際は直ちにこれを検察庁または検察官または　　　司法警察職員に引き渡さなければならない。

警備員ができること　　・・・　現行犯逮捕・施設管理権による質問など
警備員ができないこと　・・・　緊急逮捕・通常逮捕・職務質問・取り調べ・押収など

警備員の責務として現行犯を発見した際は、犯行が確実である場合は現行犯逮捕を行い
警察へ通報し、警察官へ犯人を引き渡すことが求められる。
2次被害や再犯を防止するために自己の判断で解放しないように。警察が判断すること。

犯行未遂　・・・　犯行にまだ着手していない・これから着手するような状態は
　　　　　　　　　現行犯として逮捕はできない。怪しいだけではダメ

現行犯としての条件　・・・　犯人の犯行を自身で目撃した。
　　　　　　　　　　　　　　犯人の犯行を他者が目撃して、犯人だ！と言われている。
　　　　　　　　　　　　　　犯行現場で凶器・盗品を所持している。
　　　　　　　　　　　　　　服装・所持品・状況から犯人を判断できる。
　　　　　　　　　　　　　　
現行犯人とは言えない　・・・　怪しい行動・言動をしているだけ
　　　　　　　　　　　　　　　口論をしているが暴力はしていない。
　　　　　　　　　　　　　　　物色しているがまだ何も着手していない
　　　　　　　　　　　　　　　店の中でカバン等に商品を入れ、店舗内にいる

警備員は誤認逮捕などのリスクがあるため1人ではなく同僚・現場監督・店長など
責任者同席の上で対応することが望ましい。自身で対応する場合は刑法・刑事訴訟法を
理解した上で正しい対応が求められるため、この法律をよく覚えておくこと。








条例について

条例とは　・・・　都道府県・市町村などが定めたルールを条例という
　　　　　　　　　※勤務場所や立ち位置により条例が変わる場合があるので注意

迷惑防止条例　・・・　痴漢・盗撮・ストーカー・騒音・迷惑駐車
　　　　　　　　　　　屋外でのトイレやゴミのポイ捨て
他人に迷惑や不快なこと

受動喫煙の防止等に関する条例　・・・　屋外での喫煙・歩きたばこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　屋内での喫煙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※電子タバコ・葉巻なども含む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吸い殻のポイ捨て　など

道路交通法について
道路における危険を防止し、交通の安全と円滑を図ることを目的としている。
・危険防止：道路上での交通事故のリスクを減らし、安全を確保すること
・交通の円滑：交通の流れをスムーズにし、遅延や渋滞を防ぐこと
・障害の防止：交通に起因する様々な障害（事故・渋滞）を防ぐこと

警備員は、権限がないため道路交通法どおりに誘導することが求められる。
警察の場合は、権限があるため強制的に指示することができる。
交通誘導警備する際は、道路交通法を理解し権限がないことに留意し誘導を行う。

規制標識　・・・　一時停止・右左折・一方通行・駐停車禁止・進入禁止など

信号機　・・・　車両用信号機・歩行者用信号機・列車用信号機・工事用信号機など

道路の種類　・・・　車両用道路・歩行者用道路・自転車用道路・バス専用道路など

道路区分　・・　国道・県道・市道・私道・自動車専用道路（高速道路・バイパスなど）

近年では、電動キックボード（特定原動機付き自転車）などの新種の乗り物に対応する為
道路交通法は都度改定されているので日々勉強する必要がある。

遺失物法について
遺失物法とは落とし物・忘れ物・拾った物などの取り扱いや
持ち主への返還・警察などへの届け出などが決められている。

警備員の落とし物の取り扱い
①工事現場の場合　・・・　工事現場の中であれば監督（責任者）へ連絡し対応する。
※工事現場では元請業者が施設管理者となるので落とし物を警備員が持ち帰ると
窃盗罪が適応される場合がある。警察へ届ける場合は24時間以内

②店舗の場合　・・・　店長・サービスカウンターなどに届け出る。
※工事現場と同じで警備員が持ち帰ると窃盗罪となる場合がある。
※施設や店舗の備品を無断で持ち帰ると横領罪となる場合がある。

③イベントの場合　・・・　落とし物センター・警備本部へ届け出て報告する。

④現場以外の場所・通勤中など　・・・　仕事に関係しない場所での落とし物は
拾ってから一週間以内（7日以内）に警察へ届けないといけない。
届けずに持ち帰ると窃盗となる場合がある。

取り扱いでの注意点として警備員ではなく一般の方が拾った物を、警備員のところへ
渡しに来た場合は受け取らずに自身で最寄りの警察・サービスカウンタへ持ち込むように
協力をお願いする必要がある。※理由を説明して低調にお願いすること。
もしくは拾った本人と一緒に同行し届ける必要がある。

民法
第627条　第628条　雇用契約（退職）
雇用契約における退職に関する基本的な規定として定めている。
“退職の申し入れから2週間で契約が終了する”ことが原則。

※退職の意思を伝えてから14日以内の欠勤は
　無断欠勤となるので、懲戒処分・損害賠償請求の可能性があるので注意。

